
 

 

 

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 鹿 屋 長 寿 園 

短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）重要事項説明書 

《併設型・空床型》 

 

 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

（鹿児島県指定 第４６７０３００２０３号） 
 

 

 

 当施設はご契約者に対して指定短期入所生活介護サービスを提供します。施設の概要や提供さ

れるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 
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１ 施設経営法人 

（１）法 人 名    社会福祉法人 恵仁会 

（２）法人所在地    鹿児島県鹿屋市下祓川町１８００番地 

（３）電話番号    ０９９４－４３－２５４６ 

（４）代表者氏名    理事長  池田 志保子 

（５）設立年月日    昭和４４年 １月１４日 

 

２ ご利用施設 

（１）施設の種類   短期入所生活介護（併設型） 

昭和５５年 ７月 １日開始 鹿児島県 第４６７０３００２０３号 

介護予防短期入所生活介護 

平成１８年 ４月 １日開始 鹿児島県 第４６７０３００２０３号 

短期入所生活介護（空床型） 

平成２８年 ９月 １日開始 鹿児島県 第４６７０３００２０３号 

   建物の構造   造陸屋根・合金メッキ鋼板葺２階建て 鹿屋長寿園（6.314㎡） 

                      鉄筋造亜鉛メッキ鋼板葺平屋建付属建物（519.69㎡） 

（２）施設の目的    要支援及び要介護状態と認定された利用者に対し、介護保険法令の趣 

旨に従って、利用者がその有する能力に応じ、可能な限りその居宅にお 

いて自立した日常生活を営むことができるように、一定の期間、指定短 

期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）サービスを提供します。 

（３）施設の名称   指定介護老人福祉施設 特別養護老人ホーム鹿屋長寿園 

（４）施設の所在地  鹿児島県鹿屋市下祓川町１８００番地 

（５）電話番号    ０９９４－４３－２５４６ 

（６）ＦＡＸ番号   ０９９４－４３－２９３７ 

（７）メールアドレス ｉｎｆｏ＠ｋａｎｏｙａ－ｃｈｏｕｊｕｅｎ．ｊｐ 

（８）ホームページ  ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｋａｎｏｙａ－ｃｈｏｕｊｕｅｎ．ｊｐ／ 

（９）管理者氏名   施設長  林田 貴久 

（10）基本方針    ①私たちは、様々なサービスが利用者の意思による選択に基づいて提供 

されるよう尊厳を保持しつつ、創意工夫された最高のサービスを、笑顔 

と真心を持ってお届けします。 

           ②私たちは、利用者が求めるサービスを安全・安心・安楽に提供するこ 

とによって得られる信頼を基に、すべては利用者の自立と生きがい、豊 

かな老後を支える活動であることを自覚します。 

（11）開設年月日   昭和４４年 ２月 １日 

（12）入所定員    25人（他、空床利用型） 
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３ 居室の概要 

（１）居室等の概要 

当施設では以下の居室・設備を用意しています。 

 

居室・設備の種類 室数 備考 

居室 １３６ 完全個室 

共同生活室 １２ ユニット単位 

洗面設備 １４２ 居室・共同生活室 

トイレ ４８ ユニット・居室 

浴室                           １３ ユニットバス 

３ 特殊浴槽 

医務・静養室 ２  

 

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけられてい

る施設・設備です。 

  ☆居室の変更： 利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況によ

り施設でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変

更する場合があります。その際には、利用者やご家族等と協議の上、決定す

るものとします。 

 

４ 職員の配置状況 

当施設では、ご契約者に対して、併設型及び空床型で指定短期入所生活介護（介護予防短

期入所生活介護）サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

＜主な職員の配置状況＞ ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 指定基準 

１ 管理者（施設長） １人 

２ 介護職員 ４６人以上 

３ 生活相談員 ２人以上 

４ 看護職員 ４人以上 

５ 機能訓練指導員 １人以上 

６ 介護支援専門員 ２人以上 

７ 医師（嘱託） １人 

８ 栄養士（管理栄養士） １人以上 
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５ 当施設が提供するサービスと利用料金 

当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

ア 利用料金が介護予防及び介護保険から給付される場合 

イ 利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

（１）当施設が提供する基準介護サービス（契約書 第４条参照） 

＜サービスの概要＞ 

① 居室の提供 

② 入所後、各職種は情報の共有を図り、心身の状態把握につとめます。 

③ 食事 

ア  当施設では、管理栄養士及び栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の

身体の状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

イ  医師の指示のもと、治療食が必要と認められた利用者ごとに、管理栄養士及び栄

養士によって食事の提供が行われます。 

ウ  利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事を摂っていただくことを原則とし

ています。（ユニット共有スペース、ホール、居室等） 

   ④ 入浴 

ア  週に２回以上行います。ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合が

あります。 

イ  利用者の心身の状態や意向に応じて機械浴槽や普通浴槽での入浴ができます。 

⑤ 排泄 

排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

⑥ 機能訓練 

  機能訓練指導員の基、看護職員又は介護職員が協力し合って、利用者の心身等の 

状況に応じて、日常生活を送るために必要な機能の回復又はその減退を防止する 

ための訓練や、レクリエーションを実施します。 

⑦ 健康管理 

看護師及び看護職員と、医療機関との連携により、利用者に対し、24時間の連絡 

体制を確保し、かつ必要に応じて健康等の管理及び服薬等の管理を行う体制を確 

保いたします。 

⑧ その他自立への支援（生活リハビリ） 

ア 寝たきり防止のため、可能な限り離床に配慮します。 

イ 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

ウ 口腔内の清潔を保つ為、毎日、口腔内清拭（口腔ケア）及び歯磨きの支援を致しま

す。 

エ 生活援助は、介護保険の主旨である自立支援に向けて残存機能を最大限に生かした

支援をいたします。 

   ⑨園外行事への参加 

     社会生活上の便宜、日常生活上の世話、機能訓練、健康管理等の一環として、必要に

応じ、園外への行事、企画への参加支援を行います。 
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＜サービス利用料金（１日あたり）＞（契約書 第６条参照） 

＜別紙１・2＞の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介 

護予防及び介護給付費額を除いた金額（自己負担額：介護保険負担割合証に基づく1割、2

割又は 3 割のサービス利用料金の負担）と食事、居室に係る標準自己負担額の合計金額を

お支払い下さい。（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。） 

☆ 利用者は、身元保証人を１名定めて頂きます。身元保証人は、利用者の事業者に対す

る債務等について、利用者と連帯して負担するものとします。身元保証人の負担は施設

利用料金の６か月分相当を限度とします。（契約書 第１５条参照） 

☆ 利用者がまだ要介護認定を受けていない場合にサービスを利用されたときは、サービ

ス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負

担額を除く金額が介護予防及び介護保険から払い戻されます（償還払い）。 償還払いと

なる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス

提供証明書」を交付します。もしくは、要介護認定後、重要事項説明書に定める所定の

料金体系に基づいたサービス利用料金から、介護予防及び介護保険給付額を差し引いた 

差額分（自己負担分: 介護保険負担割合証に基づく1割、2割又は3割のサービス利用料

金の負担）に居住費、食費を加えた額を事業者に支払うものとします。 

☆ 居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記

載している負担限度額とします。 

 

（２）（１）以外のサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。（契約書 第5条参照） 

＜サービスの概要と利用料金＞ 

① 特別な食事（嗜好品など） 

利用者のご希望に基づいて特別な食事（提供する食事以外）を提供します。 

利用料金 ：要した費用の実費 

② 理美容サービス 

利用者の希望により、理美容師の出張による理美容サービスをご利用いただけます。 

利用料金 ：実費 

③ レクリエーション活動 

利用者のご希望によりレクリエーション活動に参加していただくことができます。 

利用料金：内容により、利用者同意のもと材料代等の実費相当をいただく場合が 

あります。 

④ 日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で利用者に負担いただく

ことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

おむつ代は介護予防及び介護保険給付対象となっていますので､ご負担の必要はあ

りません。 
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（３）利用料金の案内・お支払方法（契約書 第６条参照） 

    ＊料金は別紙案内表を参照 

 

    ＊お支払い方法 

利用料金につきましては、当月末締め切りで、翌月10日以降の請求となります。 

① ご利用の口座からの口座振替（リコーリース集金代行システム） 

（口座振替の申請から、口座振替に至るまでの手続きに最長で 2 か月程度要します。

その間のお支払いについては、現金による窓口支払いか、指定口座に振り込みをして

頂くことになりますのでご了承下さい。） 

    ② 指定口座への振り込みをして頂く方法 

 ※いずれかの支払い方法を、利用契約時に選択して下さい。 

 

振込指定口座は下記となります。 

鹿児島相互信用金庫  鹿屋支店 普通口座1017870 

口座名義 社会福祉法人 恵仁会   

特別養護老人ホーム鹿屋長寿園 施設長 林田 貴久 

 

（４）キャンセル料 （契約書 第７条参照） 

       利用前に利用者もしくはご家族の都合で、連絡なくサービスを中止する場合はキ 

ャンセル料として、1日分の居室料及び当日予定していた食数分の食費を事業者が 

指定する方法でお支払い頂きます。 

※但し、利用者の入院等の健康状態によるものや当園が正当と認める事由がある場 

合はこの限りではありません。 

① 利用日の前日１７時までにご連絡いただいた場合：無料 

② 利用日の前日１７時までにご連絡がなかった場合：1日分の居室料及び当日予定 

していた食数分の食費 

      ※1日分の居室料については、別紙料金表の〈10.滞在に係る自己負担額に関する基 

本額〉になります。                        

 

（５）利用期間中の中止 

       利用途中にサービスを中止して退所する場合の利用料金は、退所日までの日数を基 

に計算します。 

      ※以下の場合にサービスを中止にすることがあります。 

      ・利用開始日の健康チェックの結果、体調が悪かった場合 

      ・利用中に体調が悪くなり、利用継続が困難になった場合 

      ・本説明書の〈６ 施設を退所していただく場合〉に該当する場合 
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（６）入所中の医療の提供について 

入所中、医療を必要とする状況が発生した場合には身元保証人及び主治医（かかりつけ 

医）に連絡し対応を行います。 

緊急を要する状況の場合には、下記協力医療機関において速やかに対応を行う場合もあ 

ります。 

① 協力医療機関 

医療機関の名称 社会医療法人青仁会 池田病院 

所  在  地 鹿屋市下祓川町１８３０番地 

 

② 協力歯科医療機関 

医療機関の名称 社会医療法人青仁会 池田病院 歯科 

所  在  地 鹿屋市下祓川町１８３０番地 

 

６ 施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

☆下記事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、利用者に退所していただ

くことになります。 

（契約書 第20条参照） 

① 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

② 施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

③ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

④ 社会通念を超える苦情やハラスメントなど、著しい迷惑行為により双方の信頼関係改善の見

込みがない場合 

⑤ 利用者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

☆利用者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書 第21条、第22 条参照） 

契約の有効期間であっても、利用者から当施設からの退所を申し出ることができます。その 

場合には、退所を希望する日の前日までに居宅の介護支援専門員まで連絡してください。ただ 

し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

 

① 介護予防及び介護保険対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 利用者が入院された場合 

③ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める短期入所生活介護サービ

スを実施しない場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つ

け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥ 他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場

合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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☆事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書 第23 条参照） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

 

①  利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告 

げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の 

生命・身体・財物信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うなどによって、本契約を継続し 

がたい重大な事情を生じさせた場合 

  

７ 苦情の受付について（契約書 第25条参照） 

要望又は苦情の申し出 

当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専門窓口で受け付けます。 

〇 苦情受付窓口 

 〔 職 名 〕 生活相談員 

〇 受付時間  毎週月曜日～日曜日（８：３０～１７：３０） 

（ア）苦情ボックス（「ご意見箱」）を定められた場所に設置した苦情ボックスにてご意見をお

寄せいただけます。 

（イ）施設内に掲示してあります、当施設の定める第三者委員に要望又は苦情を申し出ること

ができます。 

   ※ なお、対応した内容については申し出者にお知らせいたします。無記名の場合には、

掲示にてお知らせいたします。 

 

（ウ）行政機関その他苦情受付機関 

 

鹿屋市保健福祉部 高齢福祉課 

 

 

所 在 地 ： 鹿屋市共栄町２０番１号 

受付時間 ： ８：３０～１７：００ 

電話番号 ： ０９９４－４３－２１１１ 

Ｆ Ａ Ｘ ： ０９９４－４１－０７０１ 

県庁 くらし保健福祉部 

高齢者生き生き推進課介護保険室 

所 在 地 ： 鹿児島市鴨池新町１０番１号 

受付時間 ： ８：３０～１７：００ 

電話番号 ： ０９９－２８６－２６７４ 

Ｆ Ａ Ｘ ： ０９９－２８６－５５５４ 

鹿児島県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 ： 鹿児島市鴨池新町７番４号 

受付時間 ： ８：３０～１７：００ 

電話番号 ： ０９９－２０６－１０８４ 

Ｆ Ａ Ｘ ： ０９９－２０６－１０６９ 
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鹿児島県社会福祉協議会 

福祉サービス運営適正化委員会 

所在地  ： 鹿児島市鴨池新町１－７ 

          県社会福祉センター内 

 受付時間 ： ８：３０～１７：００ 

 電話番号 ： ０９９－２８６－２２００ 

ＦＡＸ  ： ０９９－２５７－５７０７ 

 

８ 第三者評価について 

評価機関の名称 NPO法人 自立支援センターかごしま福祉サービス評価機構 

評価実施期間 平成27年7月18日～平成28 年1月20日 

評価確定日 平成28年1月29日 

評価結果の開示 ホームページにて公開 

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｋａｎｏｙａ－ｃｈｏｕｊｕｅｎ．ｊｐ／ 

 

９ 事故発生時の対応について 

利用者に対する指定短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）サービスの提供に 

より事故が発生した場合は、速やかに身元保証人又は後見人等及び市町村に連絡を行うとと

もに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に際して執った処置については、

記録を整備します。事業者はサービスを提供するにあたって、利用者に損害を与えた場合、

故意または重過失がある場合に限り、利用者に対して損害賠償を行います。 

 

１０ その他 

（１）感染症や非常災害対策 

    感染症や災害が発生しても必要なサービスを継続的に提供していくため、実効性の高い

対策をとることが出来るよう、周辺地域において想定される、火災・震災・風水害その他

非常災害の関する計画を策定し、計画の概要を施設に掲示するとともに、地域との連携に

努めます。 

  ・防災設備  自動通報装置  ・スプリンクラー ・消火器 ・消火栓等 ・避難器具 

  ・感染症発生シミュレーション訓練、防災訓練  年2回以上 

   

（２）安全管理対策及び生産性向上の推進 

    安全管理委員会及び生産性向上委員会を 3 ヵ月に 1 回以上あるいは必要時に開催し、当

施設の安全対策及びケアの質の確保、職員の負担軽減やテクノロジーの活用状況を協議・

検討いたします。協議内容については、記録を整備いたします。なお、指定介護老人福祉

利用者に対する指定介護予防短期入所生活サービス及び指定短期入所生活介護サービスの

提供により事故が発生した場合は、速やかに身元保証人又は後見人等及び市町村に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に際して執った処置に

ついては、記録を整備します。事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責任

と認められる事由によって利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償

します。 
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（３）高齢者虐待防止・身体的拘束適正化対策 

    高齢者虐待防止・身体的拘束適正化検討委員会を 3 ヵ月に 1 回以上あるいは必要時に開

催し、当施設の高齢者虐待防止ならびに身体的拘束の状況を協議・検討し、廃止へ向けた

取り組みを行います。協議内容については、記録を整備し職員へ周知いたします。また職

員に対して、高齢者虐待防止の基礎的内容の適切な知識を普及・啓発するために、年に 2

回以上の研修を行います。事業者は、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するた

め緊急やむ負えない場合を除き、利用者に対し隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法

により利用者の行動を制限しません。 

 

（４）褥瘡防止対策 

    褥瘡委員会を 3 か月に 1 回以上あるいは必要時に開催し、当施設の褥瘡対策を討議・検

討し、その効率的な推進を図り、予防と治療を行います。 

 

（５）感染症対策 

    感染症対策委員会を 3 か月に 1 回以上あるいは必要時に開催します。感染症対策委員会

では、感染症に対する予防対策を討議・検討し、感染源の隔絶、除去及び感染経路の遮断に

取り組み、安全な生活環境の構築に努めます。 

 

（６）各対策の担当者の配置 

    各委員会の委員長が対策の担当者となり、委員会活動や職員研修等を行います。 
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［重要事項説明書付属文書］ 

 

 

１ 職員の配置状況 

＜配置職員の職種＞ 

 

   介 護 職 員・・・・ 利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助 

言等を行います。 

３名の利用者に対して１名以上の介護職員を配置しています。 

 

 

生 活 相 談 員・・・・ 利用者及び身元保証人又は後見人等の日常生活上の相談に応 

じ、適宜生活支援を行います。 

 

 

看 護 職 員・・・・ 主に利用者の健康管理、服薬に関しての責任を持ち介護職に 

対し指導助言等を行います。また、利用者の状態により医療機 

関、医師との連携を図り支援します。 

 

 

機能訓練指導員・・・・ 利用者のニーズに応じた生活リハビリやレクリエーションの

指導を行います。 

 

 

 

介護支援専門員・・・・ 利用者の個別の常態に基づいたアセスメントを実施し、日常 

生活全般に係る短期入所生活介護計画（ケアプラン）を作成し 

ます。 

 

 

管 理 栄 養 士・・・・ 利用者の献立を作成します。 

 

 

医 師・・・・ 利用者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

           医師（嘱託）を配置しています。 
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２ サービス提供における事業者の義務（契約書 第10 条、第11条、第12条、第13条参照） 

当施設では、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①  利用者の生命、身体の安全・確保に配慮します。 

②  利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携

のうえ、利用者から聴取、確認します。 

③  利用者に提供したサービスについて記録を作成し、5 年間保管するととも

に、必要と認められる場合に限り、利用者及び身元保証人又は後見人等の請求

に応じて記録の開示を行います。 

＊記録の開示を行うためには、個人情報に関する開示請求書などを郵送で提出

して頂きます。尚、開示方法に係る費用については、開示請求者の実費負担と

なります。 

④  利用者に対する隔離、身体的拘束、薬剤投与、その他の方法により利用者の

行動を制限する行為を行いません。ただし、利用者又はその他の利用者等の生

命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録するなど、適正な

手続きにより、事前又は事後速やかに、利用者及び身元保証人又は後見人等に

対し行動の制限の根拠、内容、見込まれる期間について十分な説明をします。

記録については、次の事項を記載します。   

   行動制限を決定した者の氏名、行動制限の根拠、内容、見込まれる期間及

び実施された期間。 

⑤  事業者及びサービス従事者又は職員は、サービスを提供するにあたって知

り得た利用者及び身元保証人又は後見人等に関する事項を正当な理由なく、

第三者に漏洩しません。ただし、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合

には、医療機関等に利用者の心身等の情報を提供します。また、利用者の円

滑な退所のための援助を行う場合に、利用者に関する情報を市町村、居宅支

援事業者その他の介護支援事業者等への情報を提供いたします。その他に、

サービスの質の向上のための学会、研究会等での事例研究発表等に使用する

場合があります。その際には予め説明を行い、同意をいただきます。 

⑦  事業所及びサービス従事者又は職員は、介護保険法及び個人情報保護法に基

づいて、利用者及び身元保証人又は後見人等の情報を正当な理由なく、第三者

に漏洩しません。 

３ 極度額の設定 

身元保証人が支払う責任を負う金額の上限となる「極度額」は次の通りとする。 

施設利用料金は要介護度５、負担割合 1 割、第 4 段階以上、併設型（※ 別紙１参照）の施設

利用料金の６ヵ月分相当を基準とする。 

1月当たりの施設利用料金 × ６ヵ月 = 900,000円（万単位を四捨五入) 

〇極度額算定根拠資料  

国土交通省「極度額に関する参考資料」（平成 30年 3月 30日国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

賃料 12万円～16万円未満の物件の損害額、平均値 712,000円を参考値とする。 
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４ 施設利用の留意事項 

当施設のご利用にあたって、施設に滞在されている利用者の共同生活の場としての快適性、 

安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）面 会 

・13：30～15：30 ※緊急時や特別な事情がある場合はこの限りではありません。 

（感染症対策により面会の時間や方法について一時的に変更する場合があります） 

（２）外 出 

利用中に外出をされる場合は、前日までにお申し出下さい。 

 

（３）食 事 

食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。 

 

（４）施設・設備の使用上の注意 

〇 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

〇 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊し

たり、汚したりした場合には、利用者に自己負担により原状に復していただくか、又

は相当の対価をお支払いいただく場合があります。 

〇 利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる

場合には、利用者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。

但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

〇 当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利

活動を行うことはできません。 

〇職員に対するハラスメントに該当する行為に対しては、適切に対応させていただきま

す。 

・暴力又は無理な要求や人格否定等の許容範囲を超える言動  

・必要なく体に触れる、執拗に個人の携帯番号を聞く等の性的な言動 

 

（５）喫 煙 

施設内の指定された喫煙スペースのみでお願いします。また、火気等の管理は全て 

施設管理とさせていただきます。 

 

（６）見守り支援機器 

当施設では全居室に見守り支援機器を導入しています。プライバシーに配慮しなが

ら利用者の睡眠や起床の状況、心拍や呼吸状況の把握に努めています。なお、見守

り支援機器は利用者等の申し出によりいつでも停止することができます。 
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５ 介護事故発生時及び損害賠償について（契約書 第17条参照） 

万が一介護事故が発生した場合、次のことに留意します。 

① 利用者に対して、応急処置や必要に応じて医師の指示のもと病院受診を行います。 

② 速やかに身元保証人等へ連絡を行い、誠意をもって状況の説明を行います。 

③ 前項①、②完了後、事故報告書を作成します。病院受診が必要など、重大な介護事故の場

合は、介護保険の保険者へ報告を行います。 

 

事業者は、利用者に対するサービスの提供にあたって、万が一事故が発生し、利用者の生命・

身体・財産に損害が発生した場合は、直ちに必要な措置を講ずると共に、故意または重過失が

ある場合に限り、利用者に対して損害賠償を行います。 

 

６ 裁判管轄について（契約書 第28条参照） 

   当施設の利用契約において、止むを得ず訴訟とする必要が生じた場合は、利用者及び事業 

者は当施設の居住地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とさせていただきます。 

鹿児島地方裁判所 鹿屋支部 

鹿児島家庭裁判所 鹿屋支部 

鹿屋簡易裁判所 

所在地 ：鹿児島県鹿屋市打馬１-２-１４ 

電話番号：０９９４－４３－２３３０ 

 


